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1.はじめに
2011年 3月 II日14時 46分に発生した東北地方太平

洋沖地震は，首都圏に走行網を持つ鉄道に対して深刻な

影響を与えた． さらに，この地震とそれに起因する津波

の影響で多数の原子力発電所が使用不能となり， 凶都阻

全体が鼈力不足に陥る危険性が生じた．このため，同 9
月9日に龍力使用制限令が解除されるまでの期間，鉄道

各社は運用される列車の数を削減する他，空調・照明設

備の省エネルギー化やエスカレーターの停止等の対策を

行い，同制限令の遵守に努めた． しかし，列車間隔が一

定でなく列車待ち時間が大幅に増加したケースや，侵等

列車が削減され拠点間の速達性が大幅に損なわれたケー

スが多く見られた．

霞気鉄道における，いわゆる節電の方法は多岐にわた

る．ここで注目すべき は，亀気鉄道の鼈力消贅特性であ

り消費鼈力の瞬間最大値が，時間あたり消贅鼈力最の

平均値と比して遥かに大きいという性質である．俎力供

給網における大規模停電を防ぐためには，鼈力の瞬間最

大値を抑制することが望ましいリところが，現状では

瞬間最大値に対して規制を設けることが困難である．そ

のため 2011年に発動された電力使用制限令では，時間あ

たり消費鼈力崖の超過はその罰則の対象であるが，消費

鼈力の瞬問最大値の超過は罰則の対象とされていない．

これらの現状を踏まえ，本研究では時間あたり消費電力

最を削減する手法に行目した．筆者ら 2)はこれまで，単

ーの路線が時間あたり消費電力呈を一定値以下に制限さ

れた場合に関して， 全乗客の利用時間期待値合計を最小

化する手法を開発した．

本稿では，複数路線の使用電力祉が一定値以下に制限

された場合に対する，上記手法の適用可能性について述

べるまた，これによって得られる解が持つ｛頑向を分析

することにより，どの路線にどの程度の霜力欣を割り振

るか，について方向性を与える．

2.定式化

ここでは，全ての列車が各駅停車であり全ての列車の

行き先が統一されている全 Q路線の鉄道において，時間

あたり消費鼈力祇の合計を一定値以下に制限されたケー

スを想定する．途中駅での折り返しあるいは分岐がなけ

れば，放射状 ・閑状いずれの路線に対しても適用可能で

ある．ただし本稿では説明の都合上，放射状の路線につ

いては，下り列車が始発駅を発車してから上り列車とし

て同じ駅に戻り，再び下り列車として発車するまでを一

周とみなし，外回り線のみを有する棗状路線として扱う．

路線hを，駅をふ個有する探状路線であると定義する．

この路線の各区間および各駅に対しては時計回りに付番

を行う．ここで，区間 i(:5Kh-1)は駅iと駅 i+lの間，区間

Khは駅 ）と駅 Khの間とする．まず，区間iに対する ）秒

あたり需要を ahi［人／秒］，駅iで停車する列車に対する ）

秒あたり需要を如［人／秒］，路線のすぺての区間に対し 1

秒間に発生する需要の合計を lh［人／秒］とする．外回り

線・内回り線が存在する楊合，本稿で用いられる値はそ

れぞれ別々に定義・計箕されるものとする．ここで定義

された ah;, bh1, hと路線 ODデータの関係は以下のよう

になる．駅 mから nまでの間の 1秒間に発生する需要の

数を ODhmn［人／秒］とすると，

ぷ ＝ i:o戊比 ．．．．．．．．．．．．．．． ............ (I) 
(mo,,,.,.,,;;<nμn<mr-<パm丸,s,))

aば＝ mog::,,.. ........................... (2) 
(n m n,,n) (m.... ~)) 

b炉 ＝ }:OIJ::,~,.. . .. . ........ . .. ... .......(3) 
(m n m , n) (n、,,.,.ッ,,,.....,))
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b~'、’＝ ro/J::,,.,............ . .................(4) 
（沢mrwoo”Mmor90~k』))

l7'’ ＝こ〇r1J,::~.....................................(5) 
lsmsk’’ 1̂snskĥ"'ネ"

IL'’＝ こ〇枕ら，．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．（6)
lsskĥ“'skh~””’ 

となる．ただし． outは外回り線の値を， inは内回り線
の値をそれぞれ表す．次に．区間iの走行所要時間を
Thi［秒］，駅iの停車時間を lh，［秒］，各区間を走行するにあ
たって必要な勾カ:1i1:を Wh;[kWh],路線 h全体の時間あた
り消費鼈力砒を Ch[kWh呵， 路線 hで運用される列車の
編成数を Nh［編成］．路線 hの 1列車における冷房照明等
補機が時間あたりに消費する鼈力母を 0/,[kWh/I1]とする ．

なお本研究では，駅での停車時間 lh/は列車運転計画に
よらず一定であるという仮定を採用する．また既往研究
2)では，列車の走行とは直接関係のない部分で消行され
る時間あたり電力凪について，考應して計鉗可能とした
が，本秘では簡単のためすべて 0とみなすものとする．

2. 1目的関敷

ここでは，最小化する対象である，乗客の利用時間期
待値を，列車が走行している時間．列車が停止している
時間，列車を待っ時間の期待値，これら 3つの和で表す．
ここでは，これらの値は時間あたり需要で乗じた形で表
すものとする最小化する対象である，時間あたりi岱要
に対する利用時間期待値の総和は，

心｛こ、(ah,Th，）＋L,(b,,.1.,)+’心，塁；，叫）｝ （7) 

と表せる．左から，列車が走行している時間，列車が停
車している時間，乗客が列車を駅で待っ時間に関する項
の順である．このうち列車を待っ時間については，列車
時間間隔の半分を期待値として用いているが，この列車
時間間隔は，路線を周回するのにかかる時間を列車紺成
数で除するこ とによって求めるこ とができる．単位時間
あたり需要［人／秒］に時間［秒］を乗じた形で表されるため．
この値は人数を表す．その人数は．ある時刻においてダlj
車に乗っている人数ならぴに駅で列車を待っ人数を．全
列車全駅にわたって合計したものを表す．

2.2鯛約条件

次に，時間あたり消行屯力杖に関する制約条件に関し
て立式する．時間あたり消費鼈力址の複数路線にわたる
合計値を，ある一定址以下に制限する必要があることか
ら，その制約条件は次式で表される．

CここJ,Ch ＝こJ，N/9筐詈岳＋0／,} • ・・・・・・・・ . ... . ....(8) 

さて，これらの式を解くことで得られる列車運転計画
では，時間あたり電力祉の制限がない場合の列車運転計
画と比較して，列車編成数は減少するとは限らず，むし
ろ増加する可能性が残る．列車の速度を落とすことによ
って減じた祖力祉を列車の運用増に充て，乗客の列車待
ち時間を減らす解が考えられるためである．ここで，列
車編成数が大きく増加した場合，保有する列車の数を超
える解が出力される可能性があり ，このような事態は防
ぐべきである．その一方で，例えば同一の規格を有する
車両を用いている場合に，路線間で車両を脱通できる可
能性があるなど，それぞれの路線に対し列車編成数の最

大値を設けることが必要であるとは限らない． これらの
状況を考慮し，路線を車両等の制約条件を考慮しいく つ
かの渠合に分類する．全 P個の集合に対しては付番を行
い，g番目の集合を Ggとする．ここで， lないし 0のい
ずれかの値を取る知を定義し，路線 hが集合 Ggに含ま
れるとき 1であり，そうでないとき 0であるとする．渠
合 Ggについて，その集合に含まれるすべての路線の列車
編成数の総和がとりうる址大値を N。Kとおくことにより ，
制約条件は以下のように表すことができる．

Nog―LhbghNh <?: 0.......................................... (9) 

2.3解とその考察

前述の目的関数と制約条件をまとめると ，時間あたり
消行電力仇の複数路線にわたる合計値制約下で乗客の利
用時間期待値を最小化する問題は以下のように得られる．

min J, s.t. C<?:吋号翌合9},
N。RーLho8hNh~ o ................................. (10) 

各関数は微分可能性の要求などに応 じて，適宜関数をな
めらかに接続するなどのしかるべき処樅が施されている
ものとする．ここで内生変数は，各区間の走行所要時間，
各区間を走行する際の消在鼈力祉，列車編成数であるが，
W、は 1`，の関数であり． oW,loT;<O，がW伶が＞0であると仮
定することによ って，内生変数の個数を減じたとみなし
計葬する．この解は 0以上の数を成分に持つ未定乗数μl
ならびに μ28(1年 P)を用いて，

L=J-μ{心｛唱警｝j

-I,,μ211(N。x-~08,,N,,)....... ...... .. ........ . c11) 

とおくことにより， Kuhn-Tuckerの定理から以下のよう
に得られる．

OL lh 
― =ah、+―
arh, ••• 2Nh 

＋ ｛言ご，I）叶翌L(rい （h,)-L,11叶＝0(12) 

旦 ＝一Iぶ，（Th,+1h,)
aNh 2N,,2 

+μ1｛塁雙)+0h}+ Lり‘2ふ＝0.........(13) 

μ←-μllCー込N,,｛晋更/0,,}j=o... (14) 

8L 
知一=-μ 1l(N。8―LhoxhN,,)=0.................. (15) 

8μ2g 

この解は μ2gがすべて 0である場合とそれ以外の場合と
で2通り に分かれるまずμ2Kがすべて 0である場合，

Ch= Nh{ITi吃，W“+0,1}=lふ(Th,+1h,)μ□ (16)
以Thi+1hi) 2N’’ 
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受→耐圧；＋吋•・・・・・・・・・・・・・ ・ ・・・・・ ・ ・ ・ ・ •.. (17) 

である．式(17)より，各路線に割り振る時問あたり鼈カ

最が決定されれば，各区間の所要時間ならびに消費鼈カ

址は一意に定まる．一方， （）6）によれば，各路線の時間

あたり消費電力祉は，路線に対する需要および路線の列

車間隔の双方に比例するよう配分される．換言すれば，

各路線の時問あたり消費電力世は，その路線における全

ての駅で列車を待つ乗客人数総和の期待値に比例する．

ここで数値計算上問題となるのは，何らかの初期値を

与えた上で(16)と(17)を交互に繰 り返し演箕する必要性

が生じることである．その上，この繰り返し演算によっ

て．解が必ずしもある値に収束するとは限らない．次章

の数値計算においても，計算結果は初期値に強く依存し，

二つの解が交互に出力されるケースも存在した．本秘で

は，数値計鍔によって解が求められるかどうかにかかわ

らず，式(16)および(17)を滴たす Wh;, T1,;,凡， C/，をそれ

ぞれ whi.. Thi., Nふ Ch・と表記する

一方， 1つ以上の μ28が正の値をとる楊合， μ2g>Oを満

たす全てのgについて

Nog―込,5ghNh=0 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(l8) 

が成立するこれを満たす路線グループでは，可能な限

り多くの列車を走行させることが，時間最小化につなが

る．以後 (18)を満たす路線グループの数を p, これら p

個のグループに含まれる路線の数の合計がq個であると

する．このとき 一次方程式系(18)では，式の個数pに対

し内生変数の個数がqであるから，p>qの場合解が存在

しない可能性がある．本稿では，同一の路線が 2つ以上

のグループに属する場合について考感しないことによっ

て，p>qとなる事態を排除する．

さて， μ28のうち 1つ以上の値が正の（直をとる場合．以

下の関係式が成立する．

6wl,, C,9 

6九， 360(lNh

訊 ,{a,＇，＋点］
児；；／』＋1hi)-Nぶ砂h...(19) 

に点｝訊，；＋1h,)

µ1 =~············· ···· ·· ··· •· ···(20) 
c/,-36OONh_ 

arhi 

Ch = {~誓ih+/h,)-Nぶg~ 1h }μ□...........(21) 

また，これらを連立することにより ，

詈土長に点］｛Ii(T:h+Ihiに］（22)

に年ふ如wlリ）一塁脇（刀リ十1,リ）｝j心

+ah;位w,淋j(Th） +IIy)}Nh

＋ 与 厖（刀り＋／hJ)}2更＝0.....................(23) 

も同時に得られる ．これらは， μ2gがすべて 0であるとき，

(16)および(17)と一致する． μ2gがすべて 0である場合と

同様，これらを満たす解は必ずしも数値計箕で求めるこ

とができるとは限らないが．現状では以下に記す方法を

用いることにより，数値計算を行うものとする．

まず W,,;°,Th;°, Nふc’'・を計箕し， μ2gが 0とならない

路線グループを特定する．この時点で未知数は媒介変数

p個と列車編成数q個である． 一方，p個のグループそれ

ぞれに対して式(18)が成立し，列車編成数が定まってい

ないq個の路線に対し式(23)が成立することから，式の

と未知数の個数が一致する．したがって，（18)および(23)

を連立することで，これらの変数を計箕によって求める

ことができるただし，式(23)の各係数はそれぞれ wふ
Thi.. ch・をもとに計算されるものとする． このとき求め

られた Nゎ μ2gは，必ずしも式(21)を満たすとは限らない

ため，これを満たす whi• Thi, chを探索する必要がある．

具体的には，（22)を満たす μ1を探索すれば， Wh;, r.加

Gを計葬できるこのように，（18)・(23)と(22)の間の繰

り返し演箕によって解を求めることは可能であるが，そ

の解がある値に収束するとは限らない．特に，式(23)が

二次方程式であるため，解が複数存在する可能性が残る．

なお，これらすべての計算結果について．集合の個数

Pならびに路線数 Qが 1である場合，既往研究 2)にて解

が一意に定まることが示されている．この解は，「あるべ

き走り方の概要は，（l）編成両数の減，（2）駅間走行時間の

僅かの延長， （3）列車の削減の順 1)」に対し，乗客利用時

間の観点から明確な根拠を与えた．なぜなら，上記の解

は，駅間走行時間を変更し列車の数を削減しない解と，

駅間走行時間と列車の数を同時に変更する解のみを出力

するためである．換言すれば，運転曲線等を再検討する

ことなく列車を削減する列車運転計画は，ほぽ例外なく

乗客に対し必要以上の負担を課す．多路線系統の解につ

いて． 一意性の証明は困難であるのが現状だが，上記の

結果と同一の性質を持つ解が現れると予想される．

3.敷●例

ここでは，環状路線 Aと非環状路線 Bの2路線を用い

て数値計箕を行う．路線Aは29駅を有する総延長 34.5km

の路線であり ，一般の通勤鼈車を想定し全長 220m, 質

社 296.4!の列車が走行するものとする．一方．路線 Bは

全 19駅を有する総延長 14.3kmの路線であり， 一般の地

下鉄電車を想定し全長 96m,質社 164.Stの列車が走行す

るものとする路線 Aの外回り線および内回り線，なら

びに路線 Bに対し，それぞれの消費電力砧を 15％削減し

た場合に発生する乗客の利用時間期待値増分と，これら

すべての路線の消宍電力量合計を 15％削減した場合に発

生する同増分を比較し，複数路線を一体とみなすこ とに

よる時間短縮効果を検証する．

電力祉の制限のなかった場合．路線 Aには内回り・外

回り線にそれぞれ 15編成の列車が運転され，周回の所要

時問は 3600秒，このうち駅での停車時間は 1120秒であ

ったとするまた同様の場合，路線 Bには 25編成の列

車が運転され，周回の所要時間は 4500秒，このう ち駅な

どでの停車時間は 1620秒であったとするこれらの場合

における駅間の走行時間は．「等エネルギー増分則町に

従い分配されるものとする．換言すれば，時間あたり使

用霞力の制限がなかった場合の同電力枇は，周回等所要

時間の制約下で最小化されていたものとみなす．

ここでは比較のため，時間あたり消費電力籠の制限に

際して，各区間の消狩砲力最および所要時間を変動させ
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Table I Results of numerical examples r --

Number of trains Round-trip time (sec) 

Case) 15.00, 15.00, 25.00 3600,3600, 4500 

Case2 12.75, 12.75, 21.25 3600,3600,4500 

Case3x 16.96, 16.97, 26.06 3771, 3768,4685 

Case4x 15.00, 15.00, 25.00 3687,3686, 4644 

Case3v 16.61, I 6.52, 28.53 3789,3786,4622 

Case4y 15.00, 15.00, 25.00 3696,3697,4588 

Case4y' 15.02, 14.98, 25.00 3695,3698,4588 

ず，列車編成数を 15％削減した場合に関しても計箕する．

ちょうど 15％削減された列車福成数が整数とならないケ

ースにおいて，昨年は 15％を超える割合の列車が削減さ

れたが，この場合の乗客利用時間期待値は，列車をちょ

うど 15％削減したと仮定して計探した垢合よりも必ず大

きくなる．列車編成数を整数に限定することによって発

生する利用時間期待値の増大が，定最評価に与える影響

を取り除くことを目的に．列車編成数が整数とならない

場合に関しても，四捨五入等せずそのままの値を用いる．

なお，乗客の質址に関しては，計箕0)簡略化のため，

時間あたり電力杖の制限がなかった場合の乗車率を用い

て計箕したまた，引き上げ線への入線等， a,,,が 0とな

る区間に関して，提案手法では解を与えるのに困難を伴

うことから，これらの区間では列車運転計画に関係なく，

同一の Wh;および Th，を用いるものとする．

計箆結果については， TableIおよび FigIの通りであ

る．Case!は時問あたり誼力祉の制限がなかった垢合に

相当し， Case2は各線で列車を 15％削減した場合にあた

り， Case3xは列車編成数の制約なしで提案手法を用いて

各線の電力仇を 15％削減した場合を示し， Casc4xは

Case3xに対し，各線の列車編成数が CaseIのそれを超え

ないという制約条件を加えて計節したものである． した

がって上記の 3つは，各線の時間あたり消符筍力依を独

立とみなし，それぞれ 15％削減する場合に相当する． 一

方，以降の計勾は，路線 Aと路線 Bの時間あたり合計消

費電力批を 15％削減するという条件の下で行われる． こ

のうち Case3yに対しては列車編成数の制約を加えず，

Cas4y'および Case4yに対しては，列車編成数が CaseIの

それを超えないという条件を加えるただし， Case4yで

はCase4xと同様に，それぞれの列車編成数に対して最大

値制約を加え，Case4y'では路線 Aの外回り線の列車編成

数と内回り線のそれの合計に対して制約を加える．なお，

Table Iに列記された 3つの数値は，左から路線 Aの外回

り線，路線 Aの内回り線，路線 Bの順であり， Fig.Iで

は， 3つの数値を合計した上で，列車を削減する Case2

と比べて乗客の利用時間の増分をどの程度抑えることが

可能であるか，その割合を求めた

提案手法によれば， Case3xおよび Case4xのように，

電力位制約の存在に関わらず列車編成数を増した場合，

乗客の利用時間期待値は最小化され，列車を削減した場

合と比べてその増分は半分程度にまで圧縮可能である．

鉄道の運行事情を考應し，列車編成数に対して制約をか

けた場合，増分削減効果は 5％程度減少する．一方で，

たとえば Case3yとCase4yを比較すると，各路線にそれ

ぞれ同じ割合だけ電力杖を削減させるよりも，その合計

を削減する条件下で各路線に鼈力祇を割り振る方が，増

分削減効果が高いと分かる ．値が Case3xとCase4yでほ

ぼ同一であることから，列車編成数の制約によって減少

する提案手法の効果は，多数の路線を一体とみなし，そ

の消抒電力址合計を削減することによって，補うことが

Reduced energy (%) Incremental trip time (person) 

0.000, 0.000, 0.000 0.000, 0.000, 0.000 

15.00, 15.00, 15.00 421.4, 421.4, 333.6 

15.00, 15.00, 15.00 231.0, 230.2, 238.2 

15.00, 15.00, 15.00 259.0, 260.0, 241.1 

19.00, 18.80, 2.08 333.5, 344.3, -68. 78 

16.10, 16.56, I 0.66 285.0, 296.7, 116.5 

16.14, 16.52, 10.66 286.5, 295.2, 116.5 

できると考えられるなお， Case4yと Case4y'で値がほ

ぽ同一であることから，ほぼ同一の線形を持つ路線間で

車向等の隙通を行っても，それほど効果がないことが読
み取れる．
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Fig. I lncr~mental Trip Time of Passengers 

4．結論

時間あたり消脅電力址の複数路線にわたる合計値を制

限された場合，各路線にどの程度の電力址を割り振るこ

とが乗客の負担最小化につながるか，その傾向を明らか

にした．列車編成数の制約がない場合については，各路

線に割り振られる電力批が，駅で列車を待つ乗客数の期

待値に比例することが判明した．また，駅間走行時間の

変更と列車の削減について，前者が後者に対し優先する

ことを乗客の利用時間の観点から明らかにした．

鉄道は低炭素社会の実現を目的に 2030年までに消我

鼈力拭を 2割削減するよう要賄されている 4) 方，鉄道

は輸送効率が高く省エネルギー化を推し進めることは合

理的ではないという意見も根強い．本研究で W/，；はエネ

ルギーであったが，これを CO2排出枯とみなすことによ

って，各交通機関にどの程度の排出祉ないし需要を割り

振るか，検討することも可能になると考えられる．

参肴文献

l) 曽根悟：長期的節電要請に対する危気鉄道のモデ

ルチェンジの提案， JREA,pp.36253-36260, 201 I 

2) 溝口肇，宮武昌史，布施孝志 ：使用電力制限下の列

車運転計画における乗客利用時間最小化に関する考

察，電気学会交通 ・鼈気鉄道研究会， TER-12-044,

2012 

3) 宮武昌史：省エネルギーな列車ダイヤ作成のため

の簡易数理モデル，鼈気学会論文誌 D,131巻 6号，

pp.860-861, 2011 

4) 国土交通省：エコレールラインプロジェクト推進

検討会議 ， http://www.mlit.go.jp/report/press/ 

tetsudo04_hh_000035.html, 2012 

-634 -




